【機密性2情報】

事務連絡
令和元年　５月　９日
構造改革特別区域特例措置９３８
　　　　　認定地方公共団体　御中
内閣府地方創生推進事務局
厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部障害福祉課
サービス管理責任者の資格要件の変更に伴う
構造改革特別区域制度における特例措置（９３８）の取扱いについて
　
　構造改革特区制度における規制の特例措置（９３８）「サービス管理責任者の資格要件弾力化事業」については、平成２８年５月２５日に開催された構造改革特別区域推進本部評価・調査委員会において、平成２８年度中の一部全国展開とそれ以外の部分の対応方針（研修体系等の全体的な見直しにより実質的な資格要件の変更が実施されるまでの間、本特例措置を継続すること）が了承されていたところです。
今般、厚生労働省では、サービス管理責任者の研修体系等の全体的な見直しを行うことから（改正概要：別紙）、上記の対応方針を踏まえ、特例措置を終了させることが本年３月１８日に開催された構造改革特別区域推進本部評価・調査委員会において了承されました。
　これにより今後は、以下のとおりの取扱いとなります。
令和元年度早期に構造改革特別区域基本方針（平成１５年１月２４日閣議決定）を改正する予定です。本改正の閣議決定後、厚生労働省関係構造改革特別区域法第三十四条に規定する政令等規制事業に係る告示の特例に関する措置（平成２２年９月７日厚生労働省告示第３４０号）の廃止に向けた手続きを厚生労働省において行います。なお、制度の見直しに係る経過措置の必要性を含め、厚生労働省において各認定地方公共団体と引き続き協議します。
　
　特区の認定取消につきましては特例措置終了後、別途内閣府よりお知らせいたします。
　認定地方公共団体におかれましては、以上についてのご了知及び関係者への周知等をお願いいたします。
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【問合せ先】





・特区に関すること


内閣府地方創生推進事務局（構造改革特区担当）井上、中村


〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-39永田町合同庁舎


TEL：03-5510-2159　FAX：03-3591-1973


e-mail：toc@cao.go.jp





・サービス管理責任者に関すること


厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室相談支援係　


〒100-8916 東京都千代田区霞が関1-2-2中央合同庁舎第５号館


TEL：03-5253-1111（内線3149）　FAX：03-3591-8914


e-mail：soudan-shien@mhlw.go.jp
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